
一般社団法人ヒロシマ平和研究教育機構

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

          現金預金 377,780 0 377,780

        流動資産合計 377,780 0 377,780

  ２．固定資産

    (1) 基本財産

        基本財産合計 0 0 0

    (2) 特定資産

        特定資産合計 0 0 0

    (3) その他固定資産

          什器備品 1,191,020 0 1,191,020

        その他の固定資産合計 1,191,020 0 1,191,020

        固定資産合計 1,191,020 0 1,191,020

        資産合計 1,568,800 0 1,568,800

Ⅱ　負債の部

  １．流動負債

          未払金 101,129 0 101,129

          未払法人税等 11,800 0 11,800

        流動負債合計 112,929 0 112,929

  ２．固定負債

        固定負債合計 0 0 0

        負債合計 112,929 0 112,929

Ⅲ　正味財産の部

  １．指定正味財産

        指定正味財産合計 0 0 0

  ２．一般正味財産

    （2）その他一般正味財産 1,455,871 0 1,455,871

        一般正味財産 1,455,871 0 1,455,871

        正味財産合計 1,455,871 0 1,455,871

        負債及び正味財産合計 1,568,800 0 1,568,800

貸借対照表

令和 6 年 3 月 31 日 現在

科　　　　　　　　 目 当   年   度 前   年   度 増        減



 一般社団法人ヒロシマ平和研究教育機構

（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        受取会費 400,000 0 400,000

        雑収益 0 0 0

      経常収益計 400,000 0 400,000

    (2) 経常費用

        事業費 0 0 0

        管理費 950,247 0 950,247

          通信運搬費 26,892 0 26,892

          消耗品費 685,772 0 685,772

          諸謝金 44,000 0 44,000

          租税公課 60,600 0 60,600

          支払手数料 80,453 0 80,453

          減価償却費 52,530 0 52,530

      経常費用計 950,247 0 950,247

        評価損益調整前経常増減額 △ 550,247 0 △ 550,247

        評価損益等計 0 0 0

        当期経常増減額 △ 550,247 0 △ 550,247

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

          債務免除益 2,017,918 0 2,017,918

      経常外収益計 2,017,918 0 2,017,918

    (2) 経常外費用

      経常外費用計 0 0 0

        当期経常外増減額 2,017,918 0 2,017,918

        当期一般正味財産増減額 1,467,671 0 1,467,671

        法人税、住民税及び事業税 11,800 0 11,800

        一般正味財産増減額 1,455,871 0 1,455,871

        一般正味財産期首残高 0 0 0

        一般正味財産期末残高 1,455,871 0 1,455,871

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          当期指定正味財産増減額 0 0 0

          指定正味財産期首残高 0 0 0

          指定正味財産期末残高 0 0 0

0

Ⅲ　正味財産期末残高 0

        正味財産期末残高 1,455,871 0 1,455,871

正味財産増減計算書

令和 6 年 1 月 15 日 から 令和 6 年 3 月 31 日 まで

科　　　　　　　　 目 当   年   度 前   年   度 増        減



一般社団法人ヒロシマ平和研究教育機構

1.重要な会計方針

(1)  計算書類及びその附属明細書の作成基準 

　　　公益法人会計基準に沿って作成している。 

(2)　固定資産の減価償却の方法  

　　　使用年数が1年以上で、かつ、取得価額が10万円以上の資産を固定資産としている。 

　　　什器備品・・・定額法によっている。

(3)　消費税等の会計処理 

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

2.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている場合）

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

（単位：円）

合　　　計 1,243,550 52,530 1,191,020

財務諸表に対する注記

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 1,243,550 52,530 1,191,020



 一般社団法人ヒロシマ平和研究教育機構

１．基本財産及び特定資産の明細

該当ありません。

２．引当金の明細

該当ありません。

附 属 明 細 書


